
見 積 競 争 の 公 告 

 

国立大学法人筑波大学において、次のとおり見積競争を実施します。 

 

１．見積競争に付する事項 

（１）件    名   労働者派遣業務（管理課病院会計センターに関する事務補助 1） 

（２）業 務 内 容 仕様書のとおり 

（３）契 約 期 間  令和６年４月１日～令和７年３月３１日 

（３）業 務 場 所   仕様書のとおり 

 

２．仕様書等関係書類交付方法 

仕様書等関係書類は、本公告に添付する。 

 

３．比較対象労働者の待遇等に関する情報提供 

派遣労働者の待遇を派遣先均等・均衡方式により決定する場合で、本学からの情報提

供が必要な場合は、下記に問い合わせること。 

問合先  〒３０５－８５７６ 

茨城県つくば市天久保２丁目１番地 1 

国立大学法人筑波大学病院総務部管理課 

（担当：𠮷田） 電話番号 029-853-3515 

 

４． 見積書及び競争参加資格の確認のための書類の提出場所等 

（１）提 出 場 所 上記３．の問合先と同じ。 

（２）連 絡 先 上記３．の問合先と同じ。 

（３）提 出 期 限 令和６年２月２０日 １２時００分 

   見積競争結果については、電話等により行う。 

 

５．見積の方法 

（１）国立大学法人筑波大学契約事務取扱細則及び役務提供契約基準を熟知し、仕様書及

び契約条項を承諾のうえ、見積るものとする。 

（２）見積書には、１時間当たりの単価を記載すること。なお、契約決定に当たっては、

見積書に記載された金額に１０パーセントに相当する額を加算した金額をもって契約

金額とするので、見積者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業

者であるかを問わず、見積もった契約金額の１１０分の１００に相当する金額で見積る

ものとする。 

 

６．見積競争に参加する者に必要な資格 

（１）国立大学法人筑波大学財務規則施行規程（以下「規程」という）第４６条の規定に

該当しない者であること。なお、未成年者、被保佐人又は被補助人であって、契約締



結のために必要な同意を得ている者は、同条中、特別の理由がある場合に該当する。 

（２）規程４７条の規定に該当しない者であること。 

（３）国の競争参加資格（全省庁統一資格）又は国立大学法人筑波大学の競争参加資格の

いずれか令和６年度に関東・甲信越地域の「役務の提供等」の「Ａ」、「Ｂ」、「Ｃ」又

は「Ｄ」等級に格付けされている者であること、又は当該資格を有しない者であって、

過去１年以内に本学との取引実績を有する者であること。 

（４）契約担当役から取引停止の措置を受けている期間中の者でないこと。 

（５）労働派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関する法律に定める労

働者派遣事業等の許可を受けたものであること。 

（６）プライバシーマーク又はＩＳＭＳを取得していること。 

 

７．契約書の作成等 

   契約締結に当たっては、契約書を作成する。（契約保証金は免除） 

 

８．契約の方式 

（１）最低価格の見積書を提出した者及び次順位者を契約予定者として、価格交渉を行う。 

（２）契約予定者との価格交渉により、本学の希望価格の範囲内において最低価格を提示

した契約予定者を契約の相手方とし、契約金額を決定する。 

 

以 上 

 

令和６年２月１３日 

 

国立大学法人筑波大学 

分任契約担当役 

                      附属病院長 原  晃 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



仕   様   書 

 

１．件  名 労働者派遣業務（管理課病院会計センターに関する事務補助１） 

 

２．派遣労働者が従事する業務の内容 

（１）契約決議書及び経費精算書、債務計上伝票の作成業務 

（２）資産・備品登録業務 

（３）伝票等の整理作業等 

（４）契約決議書等の調査・回答業務 

（５）その他必要とされる業務 

 

３．派遣労働者が従事する業務に伴う責任の程度 

   本学職員の補助業務を行う。 

 

４．派遣労働者が従事する事業所の名称等 

［名称］国立大学法人筑波大学（附属病院事業場） 

［所在地］茨城県つくば市天久保２丁目１番地１ 

［就業部署］病院総務部管理課病院会計センター 

［電話番号］電話：０２９－８５３－３５４４ 

［組織単位名称］病院総務部管理課 

［就業場所］附属病院病棟Ｂ（Ｂ棟）２階２０６管理課事務室 

［所在地］茨城県つくば市天久保２丁目１番地１ 

［組織の長の職名］管理課長 

 

５．派遣先責任者及び指揮命令者、苦情担当者 

［派遣先責任者］ 

筑波大学病院総務部 管理課長 山口 挙史 

TEL  ０２９－８５３－３５４９ 

［指揮命令者］ 

筑波大学病院総務部管理課 主幹 酒井 勇樹 

TEL  ０２９－８５３－３５３０ 

［苦情担当者］ 

筑波大学病院総務部 管理課長 山口 挙史 

TEL  ０２９－８５３－３５４９ 

 

６．派遣労働者の人数 

１名 

 



７．労働者派遣の期間 

令和６年４月１日から令和７年３月３１日まで 

 

８．派遣者の就業する日 

週５日（月曜日から金曜日まで）。ただし、国民の祝日に関する法律（昭和２３

年法律第１７８号）に定める休日及び年末年始（１２月２９日から翌年１月３日ま

で）及び本学が指定する日を除く。 

 

９．派遣就業の時間及び休憩時間 

就業時間   ８時３０分から１７時１５分まで 

休憩時間   １２時１５分から１３時１５分まで 

ただし、指揮命令者が必要とする場合は、労働基準法（昭和２２年法律第４９

号）第３６条に規定する時間外労働・休日労働に関する協定（通称３６協定）の

範囲内で労働時間の延長を行うものとする。 

 

10．休日、時間外及び深夜勤務 

第９項中、労働時間の延長を行った場合は、労働基準法第３７条第１項及び労働

基準法第３７条第１項の時間外及び休日の割増賃金に係る率の最低限度を定める

政令（平成６年政令第５号）に基づき、労働時間の延長（ただし、第８項中の正規

の労働時間と時間外労働時間の合計が８時間を超えた場合または、週の労働時間の

合計が４０時間を超えた場合）については契約金額の２割５分、法定休日業務につ

いては３割５分及び深夜業務（午後１０時から翌日の午前５時まで）については５

割、１か月の６０時間を超える時間外労働の場合、超過分について５割を契約金額

に加算するものとする。 

 

11．派遣労働者の条件 

下記の条件を全て満たす者とする。 

（１） 本業務を遂行する上で、健康状態に支障が無いこと。 

（２） 指揮命令者等に対し、的確に報告・連絡・相談ができ、機密情報、個人情報の

取扱いを理解し、適切な対応ができること。 

（３） 社会人としての常識・マナーを備えており、業務改善にも協調して取り組める

こと。 

（４） 業務に必要なパソコン（Microsoft 社 Word，Excel，Teams 等）の知識と業務

経験を有すること。 

（５） 日本語を使用し，他の職員と良好な意思疎通が可能であること。 

（６） 科学研究費補助金取扱規程（昭和４０年３月４０日文部省告示第１１０号）第

２条で定める「研究機関」及び医療法第３１条で定める「公的医療機関」での

会計業務経験を原則として１年以上有すること。 

（７） 経費毎のルールを正確に理解し、的確かつ適正な会計処理を行うことのできる

事務処理能力を有すること。 



 

また、下記の条件を満たす者が望ましい。 

（８） 不明点は課内に留まらず、本部担当部署に随時確認しつつ取り組めること。 

（９） 細かい作業を厭わずに対応できること。 

 

12．派遣労働者の交替及び契約解除 

（１）派遣労働者の業務遂行能力または業務態度について本学が不適当と認めたとき

は、派遣元と協議のうえ、交替させることができるものとする。 

（２）本学は、派遣元が上記に基づく派遣労働者の交替要員を速やかに派遣できない

場合は、契約を解除できるものとする。 

（３）派遣元は、派遣元のやむを得ない事情により派遣労働者を交替する場合は速や

かに交替するものとし、派遣できない場合は、本学は契約を解除できるものとす

る。 

（４）派遣労働者が休暇等により就業できないときは、本学の指示により、必要に応

じ代替者を派遣するものとする。 

 

13．個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号）に基づき遵守する事項 

（１）派遣元及び派遣労働者は、個人情報を業務履行の目的以外の目的に利用しては

ならない。また、業務上知り得た個人情報について第三者に漏らしてはならない。

なお、このことは契約解除後及び契約期間終了後も同様とする。 

（２）派遣元は、派遣業務を第三者に再委託（再委託先が派遣元の子会社（会社法（平

成１７年法律第８６号）第２条第３号に規定する子会社をいう。）である場合も

含む。）してはならない。 

（３）派遣元及び派遣労働者は、個人情報の複製、転記等を行ってはならない。ただ

し、業務履行上やむを得ず複製、転記等を行う必要がある場合は、派遣先に使用

目的、期間終了時の破棄状況の形態を申請し許可を得るものとする。 

（４）業務履行の目的で利用（使用）する個人情報について、派遣元及び派遣労働者

の管理責任の下で個人情報が流出した場合は、発生時の状況説明、経過、対応等

について、速やかに派遣先に報告するものとする。 

（５）本学は、派遣元が前項に規定する義務に違反した場合は、契約を解除すること

ができるものとし、派遣元に重大な過失があったと認められる場合には、派遣元

は、これによって生じた損害を賠償する責任を負うものとする。 

（６）派遣労働者が業務履行の目的で利用（使用）する個人情報の個人情報保護管理

者は、派遣労働者に上記（１）から（４）の各事項を厳守させるよう指導及び監

督するものとし、派遣労働者は、労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労

働者の保護等に関する法律（昭和６０年法律第８８号）（以下労働者派遣法とい

う）その他関係法令及び国立大学法人筑波大学個人情報保護管理規則（令和４年

法人規則第１７号）ならびに筑波大学附属病院の保有する診療に係る個人情報の

保護管理に関する細則（平成３１年附属病院細則７９号）を遵守するものとする。 

（７）本学は、上記（６）の趣旨を徹底するため、派遣元に対して派遣労働者の守秘

義務を定めた誓約書の提出を求める事ができるものとする。 



（８）研究機関における公的研究費の管理、監査のガイドライン（平成１９年２月１

５日文部科学大臣決定）に基づき、派遣元は、派遣労働者に対し、適正な労働管

理を行ない、本学の指揮命令等に従って職場の秩序・規律・秘密を守り、適正に

派遣業務を遂行するよう教育及び必要な指導を実施するものとする。また、派遣

元は、派遣労働者に対し、教育研究費の不正使用に関与しないよう、教育及び必

要な指導を実施するものとする。 

 

14．苦情の処理 

派遣労働者からの苦情の申し出があった場合は、本学責任者（派遣先責任者）

と派遣元責任者が協議し、誠実に対応するものとする。 

 

15. 支払 

   派遣代金は１月毎に支払うこととし、適法な請求書を受理した日から起算して４

０日以内に支払うものとする。 

なお、派遣代金額の計算は、毎月末をもって締め切り、勤務時間数に派遣代金単

価を乗じて算出する。 

 

16. 比較対象労働者の待遇内容等 

  ・教育訓練 : 業務研修（ICT、語学研修、医療の安全）制度あり 

  ・給食施設 ：学内食堂の利用可 

  ・休憩室：利用可 

  ・更衣室：利用可 

 

17.その他 

 （１）その他詳細については、本学担当職員の指示によるものとする。 

（２）この契約に必要な細目は、国立大学法人筑波大学契約事務取扱細則及び役務提

供契約基準によるものとする。  

（３）労働者派遣法を遵守するものとする。 

（４）派遣先及び派遣元は、派遣労働者に伝染性の強い感染症又は、感染性疾患等罹

患し，もしくは罹患している疑いのあるときは，その者を業務に従事させてはな

らない。また，派遣元は派遣労働者に，以下に記す抗体検査等を必ず行うこと。

（指定の項目の証明及び検査方法が明記されてる書面を提出すること。なお、書

式は問わない。） 

    ・麻疹，水痘，風疹，流行性耳下腺炎 

     抗体陰性あるいは未検査の場合ワクチンを接種すること。 

・B型肝炎 

抗体陰性者は３回以上ワクチンを接種すること。 

上記事項について，業務開始後，書面を提出せずに院内感染の原因になった場

合は，派遣元はかかる損害の賠償責任が問われる可能性があることを理解するも

のとする。 

 



 

派遣労働者勤務予定時間 

 

勤務年月                

（令和） 

勤務日数 

 （日） 

勤務時間 

（ｈ） 

時間外勤務時間 

 （ｈ） 

６． ４ ２１  １６２：４５    ２：００ 

６． ５ ２１  １６２：４５    ２：００ 

６． ６ ２０  １５５：００   ２：００ 

６． ７ ２２  １７０：３０   ２：００ 

６． ８ ２１  １６２：４５   ２：００ 

６． ９ １９  １４７：１５   ２：００ 

６．１０ ２２  １７０：３０   ２：００ 

６．１１   ２０  １５５：００   ２：００ 

６．１２   ２０  １５５：００   ２：００ 

７． １   １９  １４７：１５   ２：００ 

７． ２   １８  １３９：３０   ２：００ 

７． ３   ２０  １５５：００   ２：００ 

計   ２４３ １，８８３：１５  ２４：００ 

 

 

 


